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要旨
　本研究の目的は，地域で生活する統合失調症当事者の身体活動量とリカバリ
ーとの関連について明らかにすることである。
　地域で生活する統合失調症当事者に無記名自記式質問紙調査を実施し，88
名を分析対象とした。調査項目は，対象者の背景項目，国際標準化身体活動質
問票（IPAQ），24項目版 Recovery Assessment Scale 日本語版（RAS）とし
た。
　本研究対象者のRAS合計得点±SDは，82.3±15.1 点，総身体活動量の平均
値（中央値）は，1125.5（705.0）METs・分であった。RASとの関連
を Spearman の順位相関係数およびMann–Whitney のＵ検定により確認した。
さらに，RAS合計得点を従属変数，各生活場面における身体活動量を説明変数
として重回帰分析（Stepwise 法）を行った。その結果，RAS合計得点および
全ての下位尺度と総身体活動量に関連がみられた。また，現在，運動に取り組
んでいる人は，取り組んでいない人と比べてRAS合計得点が有意に高かった
（p<0.001）。RAS 合計得点と各生活場面における身体活動量との関連では，【
余暇時間の総身体活動量】，【仕事中の総身体活動量】，【家事に関する総身体活
動量】がリカバリーに有意な影響力を持つ変数として採択され, 自由度調整済
みR2 は 0.289 であった。
　統合失調症当事者のリカバリー促進には，日々の身体活動量増加へのアプロ
ーチや適度な運動を取り入れた介入の必要性が示唆された。
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緒言
　わが国の精神保健医療福祉施策は，入院
生活中心から地域生活中心へと移行してお
り，新規入院者の約 9割は 1年未満で退院
している（1）。一方，1年以上の長期入院
者は約 17万人とされ，依然として統合失
調症の入院が多いものの（2），長期入院者
の地域移行を推し進めるべく具体的な方策

を掲げるなかで，統合失調症の外来者数は平
成14年に比べて2倍近く増加している（1）。
統合失調症患者は，記憶力や集中力，問題
解決能力等の認知機能障害による疾患の特
性ゆえに自立して安定した日常生活を送る
ことが難しく，生活のしづらさがあり（3），
統合失調症当事者が地域生活を維持できる
ための支援は重要な課題となっている。
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　このような精神保健医療福祉の動向を踏
まえ，リカバリー概念が注目されている。
リカバリーとは，「病が完全に治癒すると
いうことよりはむしろ，障害を抱えながら
も希望を抱き，自分の人生に責任を持ち，
意味ある人生を送ること」を意味する（4）。
精神疾患を抱える人が，地域でその人らし
い生活を送ることが地域生活の定着には不
可欠であり，地域精神保健においてリカバ
リー概念は重要となっている。
　近年は，海外で開発された元気行動回復
プラン（Wellness Recovery Action Plan）
や疾病管理とリカバリー（Illness 
Management and Recovery）等のリカバ
リー概念を基盤としたプログラムが取り入
れられている。しかし，リカバリーは，そ
の国の文化が影響することが指摘されてお
り（5），わが国のリカバリー向上に寄与す
るエビデンスの蓄積が重要である。これま
で，統合失調症に主眼を置き，リカバリー
の関連要因について検討されているものの，
自己効力感や楽観主義といった心理的側面
に関するエビデンスの構築を主軸としてい
る（6）（7）。心理的側面に関する先行研究
を概観すると，適度な運動は，β‒エンド
ルフィンの増加により多幸感を惹起させる
こと（8）や，自己成長を導くような認知
的思考を誘発すること（9）が報告されて
おり，運動を媒介として心理的側面に与え
る影響は大きい。
　精神科医療におけるレクリエーション療
法や運動は，身体機能の維持・増進等の予
防的観点としての意味が大きく，治療的あ
るいは治療の補助として応用されてこなか
ったことが指摘されている（10）。精神障
がい者の運動・スポーツ等に関する研究に
ついても，海外の 392件と比べても国内
は 46件と圧倒的に少ない（11）。また先
行研究では，長期入院患者の握力や筋力，
バランス等の身体機能や入院患者の歩行と
睡眠との関連といった入院患者を対象とし
た報告はあるものの（12，13），地域生活
者に焦点を当てて運動等の身体活動量とリ
カバリーとの関連を科学的根拠として裏付
ける研究は殆どない。海外で発表された運
動が精神面に及ぼす効果の検証は，うつ病，

不安障害，てんかん，認知症であり，統合
失調症を対象とした報告は少なく（14），
長期入院が多い統合失調症当事者の身体活
動量の特徴やリカバリーに及ぼす影響を検
討する意義は大きいと考える。
　そこで本研究は，地域で生活する統合失
調症当事者の身体活動量の特徴，およびリ
カバリーとの関連ついて検討したので報告
する。
　なお，本研究の対象者は，統合失調症を
抱えながら地域で生活する人々を「患者」
ではなく，地域生活者として捉え，精神の
病の経験（体験）者の意味を含む「当事者」
という観点から「統合失調症当事者」の用
語を用いることとした。

方法
1．対象者
　本研究は，九州北部 5県（佐賀県・福岡
県・長崎県・大分県・鹿児島県）で研究協
力に同意が得られた 10施設を対象とした。
対象施設は，デイケア（1カ所），就労継
続支援事業所（9カ所）であった。研究協
力を依頼する対象条件は，①20歳以上で
精神発達遅滞と認知症でない人，②自分の
病気を統合失調症と認識している人，③地
域で生活を送り，調査日に対象施設へ通所
している人とした。なお，本研究のサンプ
ルサイズは，効果量 0.25，有意水準 0.05，
検出力 0.8 として（15）G*Power3.1 を使
用して算出した結果 106人であった。
2．調査方法
　調査期間は，2019 年 7月から 2022
年 11月であった。110名の対象者に対し，
本研究の趣旨を文書および口頭で説明し，
研究者が直接調査の依頼をした。調査時は
必ず研究者が同席し，記入終了後に調査用
紙を直接回収した。また，対象者の回答内
容が施設スタッフに見られることがないよ
うに回収した調査用紙は封筒に入れて管理
した。
3．調査項目
1）対象者の背景項目
　年齢，性別，発病年齢，入院回数，地域
生活期間，自覚する薬の副作用の有無，主
観的な平均睡眠時間とした。
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2）リカバリーレベル
　リカバリーは，日本語版 24 項目版 
Recovery Assessment Scale（16）（以
下RAS）を用いて，対象者のレカバリー
レベルを測定した。本尺度は，目標・成功
志向，他者への信頼，個人的な自信・希望，
症状に支配されない，手助けを求めること
をいとわないの 5つの下位尺度，24項目
で構成されている。各項目とも 5件法で回
答を求めた。合計得点が高い程リカバリー
レベルが高いことを示す。
3）身体活動量に関する項目
（1）身体活動量
　国際標準化身体活動質問票（IPAQ：
International Physical Activity Questionnaire）
Long Version（17）を用いて測定した。
IPAQは，仕事（8項目），移動（8項目），
家庭（6項目），余暇（7項目）の 4つの
生活場面における身体活動と非活動的な時
間（2項目）の 31項目から構成されてい
る。生活場面別に 1週間における高強度お
よび中等度の身体活動，歩行を行う日数と
時間を調査し，1日あたりの身体活動量
（METs･分）を算出した。なお，IPAQは，
成人（15～69歳）を対象とした調査を前
提に開発された評価ツールであり，総身体
活動量の合計時間が 960分（16時間）を
超える者は分析から除外することが明記さ
れている。本研究においても IPAQのガイ
ドラインに準じて除外基準とした。
（2）運動
　過去，現在において，自身が認識する習
慣的な運動経験の有無および，握力測定を
実施した。
4．分析方法
　身体活動量と背景項目，およびリカバリ
ーレベルとの関連には Spearman 順位相
関，過去，現在の運動実施有無群別による
リカバリーレベルの比較にはMann‒
Whitney U 検定を行った。また，統合失
調者のリカバリーにどのような生活場面の
身体活動量が影響を及ぼしているかを検討
するために重回帰分析（Stepwise 法）を
行った。有意水準は 5％とした。統計分析
には統計解析ソフト SPSS Statistics 26 を
使用した。

5．倫理的配慮
　本研究の対象者に対して，本研究の目的，
意義，方法，研究参加の任意性，研究に参
加しなくても治療や就労継続支援事業所，
デイケア，グループホームの在籍等に何ら
影響を及ぼさないこと，アンケートの回答
途中でも中止できること，個人が特定され
ないようにアンケート用紙は無記名とし，
個人のプライバシーを保持することを文書
および口頭にて説明し，不明な点の問い合
わせについても提示した上で同意書の署名
が取得できた人を研究の対象者とした。
なお，研究者が所属する倫理委員会におい
て承認を得ており（承認番号：R2‒50），
調査施設においても各施設長に承認を得て
研究を実施した。

結果
1．対象者の概要
　研究対象者 98名（回収率：89.1 ％）よ
り回答が得られた。そのうち，70歳以
上 3名，総活動時間が 960分（16時間）
を超えた 3名，質問項目に未記入がある調
査票無効者 4名を除く 88名（有効回答率：
89.8 ％）を分析対象者とした。男性 59名
（67.0 ％），平均年齢±SDは 49.8±10.7 歳
であった。平均発症年齢±SDは 25.7±9.2
歳，平均入院回数±SDは 3.6±4.0 回，退
院後の平均地域生活±SDは 9.0±10.0 年，
薬の副作用があると回答した人は 26名
（29.5 ％）あった。1日の平均睡眠時間は，
7.6 時間であった。入院回数の内訳として，
入院回数が2回の人が最も多く18人（20.5％），
次いで 1回が 17人（19.3 ％）であり，入
院経験がない人は 11人（12.5 ％）であっ
た（図 1）。
2．リカバリーレベルについて
　RAS合計得点±SDは，82.3±15.1 点で
あった。下位尺度の平均得点±SDは，【個
人的な自信・希望】15.9±3.6 点，【手助け
を求めることをいとわない】14.0±3.0 点，
【目標・成功志向】31.7±7.0 点，【他者へ
の信頼】14.0±3.4 点，【症状に支配されな
い】6.7±2.0 点であった。
3．身体活動量
　総身体活動量の平均値（中央値）は，
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1125.5（705.0）METs・分であった。各
生活場面における身体活動量の平均値（中
央値）では，【移動に関する総身体活動量
】が 482.3（255.8）METs・分と最も高
く，次いで【仕事中の総身体活動量
】372.8（0.0）METs・分，【余暇時間の
総身体活動量】252.4（0.0）METs・分，
【家事に関する総身体活動量】68.8（0.0）
METs・分であった。また，過去に運動経
験があると回答した人は 48名（54.5 ％），
現在，運動に取り組んでいる人は 29名
（33.0 ％）であった。握力の平均値±SDは，
右が 33.7±11.0kg，左が 31.4±10.4kg で
あった。
　総身体活動量と背景項目との関連では，
地域生活期間に正の相関（γ＝ 0.265），
入院回数と負の相関（γ＝－0.239）がみ
られた。

4．リカバリーレベルと身体活動量との関連
　RAS合計得点，および全ての下位尺度
と総身体活動量に関連がみられた（表 1）。
また，現在，運動に取り組んでいる人は，
取り組んでいない人と比較してRAS合計
得点が有意に高かった（表2）。また，過去
の運動経験においても関連の傾向を示した。
　最後に，各生活場面の身体活動量がリカ
バリーに及ぼす影響を検討するために，
RAS合計得点を従属変数，【仕事中の総身
体活動量】，【移動の総身体活動量】，【家事
に関する総身体活動量】，【余暇時間の総身
体活動量】を説明変数として重回帰分析
（Stepwise 法）を行った。その結果，【余
暇時間の総身体活動量】，【仕事中の総身体
活動量】，【家事に関する総身体活動量】が
リカバリーに有意な影響力を持つ変数とし
て採択され，自由度調整済みR2 は 0.289

図１　入院回数の内訳
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であった（表 3）。なお，各変数の多重共
線性（VIF）は，1.011～1.024 の範囲で
あった。

考察
1．身体活動量の特徴
　健常者 22歳～60歳を対象とした先行研
究（18）の総身体活動量は 2029.0METs・
分であり，本研究対象者の総身体活動量は
少ないことが明らかとなった。統合失調症
は前頭葉低活性による影響で視覚－運動処
理の障害があり（19），統合失調症の感覚
や運動の障害（神経学的徴候）は，慢性化
の影響も少なく，発病初期から認められる
ことが指摘されている（20）。岡村ら（21）
は，統合失調症患者はもともと運動機能障
害を有している者がおり，多剤・大量療法
による錐体外路症状で 2重の重荷を背負う
と述べており，日常生活の身体活動量に影
響していることが推察される。しかし，先
行研究の平均年齢は 42.0±10.5 歳であり，
本研究対象者（49.8±10.7 歳）と年齢層が
やや異なっていることが総身体活動量の違
いに関係していることも考えられるため，
慎重な解釈が必要である。一方，先行研究

（18）と比べて，歩行や自転車での【移動
に関する総身体活動量】は本研究対象者の
方が高かった。道路交通法の政令（22）
では，運転免許を拒否又は保留される場合
の 1つの病気として統合調症を定めており，
症状や経過・予後等の相対欠格事由によっ
て必然的に移動に関する総身体活動量が高
くなっていることが考えられる。また，握
力は身体機能や健康状態の指標になる
（23）ことが報告されているが，本調査で
は身体活動量との関連は認められなかった。
統合失調症当事者の身体活動量には，年齢
や発症年齢，薬の副作用ではなく，入院回
数と地域生活期間に関連がみられた。池田
ら（24）は，入院による限られた生活空
間，パターン化された生活により，身体機
能の発揮が必要最小限に留まっていること
を指摘しており，入院環境や入院回数の多
さは身体活動量を妨げる要因の 1つに成り
得る。本研究対象者の半数以上が入院経験
がない，もしくは入院経験が 1～2回であ
り，先行研究を支持する結果であったが，
入院回数には幅があり，入院回数の頻度に
よって病状にも違いがあることも考えられ
る。加えて，統合失調症の身体活動量の低
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さは娯楽の少なさが関連していることが報
告されており（25），趣味等の娯楽を取り
入れた地域生活の確立が重要と考える。
2．リカバリーとの関連
　地域で生活する統合失調症当事者のリカ
バリーと身体活動量の重回帰分析の結果に
おいて，VIF は 10未満であり，多重共線
性を認めないと判断する。また，余暇時間
の総身体活動量のベータ(β)は 0.357 を示
し，各生活場面の身体活動量の中で最もリ
カバリーと関連していたことが明らかとな
った。これまでリカバリーには，様々な心
理的要因との関連が報告（6）（7）されて
いるが，身体活動量の説明変数だけで
約 30％を説明できたことは，リカバリー
には身体活動量が重要な要素の 1つである
ことを示す結果と考える。
　まず，【余暇時間における総身体活動量】
は，メンタルヘルスにポジティブな影響を
及ぼすことが報告されており（18），楽し
さや快適さといった要素が含まれる身体活
動量はリカバリーにおいても良い影響を与
えることが推察される。次に，【仕事中の
総身体活動量】は，メンタルヘルスにネガ
ティブな影響を及ぼすことが指摘されてい
るが（18），統合失調症当事者のリカバリ
ーにおいては好影響を与える要因であった。
仕事を通じた身体活動量の多さは，自己の
目標到達や生きがい等に繋がっていること
が推測され，仕事の身体活動量がリカバリ
ーに及ぼす新たな可能性を示した結果と言
える。さらに，【家事に関する総身体活動
量】については，家事の作業後はポジティ
ブな感情が生じ，達成感を感じていること
が報告されており（26），目的を持ってや
り遂げる家事もリカバリーに関連している
ことが考えられる。最後に，過去の運動経
験はRAS合計得点と関連の傾向を示した。
過去のスポーツ体験は，患者が持つ望みに
注意を向けることができ，疾患の回復の支
えとして働いていることが報告されており
（27），リカバリーにおいても関連の傾向を
示したことが考えられる。また，現在運動
している人は，していない人に比べてリカ
バリーレベルが高かった。精神障がい者が
スポーツを楽しむことで生活の質を高める

ことがパーソナルリカバリーの要素である
他者との関わり，将来への希望，生活の意
義やエンパワメントを包含する（28）と
いう先行研究を裏付ける結果であった。統
合失調症当事者のリカバリー促進には，日
々の身体活動量増加へのアプローチや運動
を取り入れた介入の必要性が示唆された。
3．本研究の限界と課題
　本研究結果は，リカバリー促進に向けた
支援を検討するうえでの基礎的資料になる
と考える。本研究では，身体活動量が多い
人程，リカバリーレベルが高いことを示唆
する結果であった。一方，リカバリーレベ
ルが高い人程，身体活動量が多い可能性も
否定できない。そのため，今後は縦断的調
査や介入研究による検証が必要と考える。
また，本研究で測定したリカバリーと身体
活動量は自記式質問紙調査による対象者自
身が認識した水準での主観的評価であり，
リカバリーの客観的な評価や活動量計を用
いた検討も必要である。さらに，今回の参
加者が 88人とやや少なく，一時点の横断
的調査であり，本調査結果を一般化するに
は限界がある。今後は，対象者を増やし，
さらなる検討が必要である。加えて，今回
の調査では，運動の内容や頻度，継続期間
等については明らかとなっていないため，
運動に関する詳細な調査内容ついても検討
する必要がある。

結論
　統合失調症当事者の総身体活動量は，健
常者と比べてやや少ない傾向であったが，
移動に関する総身体活動量は高かった。ま
た総身体活動量には，地域生活期間，入院
回数が関連していた。リカバリーレベルと
総身体活動量および現在の運動に関連があ
り，統合失調症当事者のリカバリー促進に
は，日々の身体活動量増加へのアプローチ
や運動を取り入れた介入の必要性が示唆さ
れた。
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Relationship between physical activity and recovery of 
individuals with schizophrenia living in the community

Yuji Fujimoto1), Yoko Kusuba2), Emi Matsuura3), Takaomi Furuno1), Narumi Fujino1)

1)Department of Nursing, Faculty of Medicine, Saga University
2)Fukuoka International University of health and Welfare

3)Nagasaki University Graduate School of Biomedical Sciences

Abstract
The purpose of this study was to determine the relationship between physical 

activity and recovery among individuals with schizophrenia living in the community.
A selfadministered, anonymous questionnaire survey was administered to 

schizophrenics living in the community, and 88 were included in the analysis. The 
survey items included background items, the International Physical Activity 
Questionnaire (IPAQ), and the Japanese version of the 24item Recovery Assessment 
Scale (RAS).

The total RAS score ± SD of the study subjects was 82.3 ± 15.1 points, and the 
mean (median) total physical activity was 1,125.5 (705.0) METsmin. The association 
with RAS was confirmed by Spearman's rank correlation coefficient and the Mann
Whitney U test. Multiple regression analyses (Stepwise method) were conducted with 
the total RAS score as the dependent variable and the amount of physical activity in 
each life situation as the explanatory variable. The results showed that the RAS total 
score and all subscales were related to the total amount of physical activity. In terms 
of the relationship between the RAS total score and the amount of physical activity in 
each life situation, [total physical activity during leisure time], [total physical activity 
at work], and [total physical activity related to household chores] were significantly 
influential on recovery. The freedomadjusted R2 was 0.289.

The results suggest the need for interventions that incorporate approaches to 
increasing daily physical activity and moderate exercise to promote recovery in 
individuals with schizophrenia.

Keywords: schizophrenia, physical activity, recovery, community life


